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（福祉サービスに係る自立支援給付の体系）  

＜旧サービス＞  

ホームヘルプ（身・知・児・精）  居
宅
サ
ー
ビ
ス
 
 
 

デイサービス（身・知・児一精）  

ショートステイ（身・知・児・精）  

グループホ軸ム（知■精）  

重症心身障害児施（児）  

療護施設（身）  

更生施設（身・知）  

授産施設（身・知・精）  

福祉工場（身・知・精）  

訓
練
等
給
付
 
 
 

通勤寮（知）  

福祉ホーム（身・知・精）  

生活訓練施設（精）  

※この他、地域生活支援事業として移動支援、地域活動支援センター・ 福祉ホーム等を  
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0利用者数（平成19年11月一平成20年6月）の状況  

（注）複数のサービスを利用している者については、利用者数として各々計上している。  

サービス種類  
19年11月  19年12月  20年1月  20年2月  20年8月  20年4月  20年5月  20年6月   

居宅介護   88，206   88，941   88，325   88，680   8乳379   89，755   90，314   90，741   

重度訪問介護   7．062   7，074   7，018   7，010   7．007   7，043   7，084   7，071   

行動援護   3，204   3，皇30   3，156   3．151   3，310   3．296   3，335   3，402   

重度障害者等包括支援   26   28   27   27   28   24   24   24   

療養介護   1．963   1，969   1，966   1，962   1，970   1．984   1，984   2，022   

生活介護   45，427   45．924   46，330   46，293   47，596   63，457   64．7（∋6   65，338   

児童デイサービス   35，050   35，663   35，9了了   36，2ヰ8   37，967   33，775   34，636   36，152   

短期入所   21，762   21，011   18，679   19，388   21，621   20，727   21，627   21，678   

共同生活介護   22，794   22，998   23，253   23，475   23．675   24，824   25，461   25，768   

施設入所支援   15，019   15，306   15，715   15，727   15，891   25，277   25，893   26，207   

共同生活援助   18．012   18，059   18，150   18，205   18，352   18，770   18，973   18，982   

自立訓練く機能訓練）   2，1了4   2，188   2，17了   2，201   2．237   2，367   2，425   2，431   

自立訓練（生活訓練）   5，770   5，803   5，870   5，913   6．121   7，206   7，416   7，474   

宿泊型自立訓練   56   57   63   62   65   86   88   86   

就労移行支援   9．253   9，359   9，564   9，654   10，118   13，371   13，807   13，941   

就労移行支援（養成施設）   276   275   272   271   118   235   238   233   

就労継続支援A型   3，401   3，ヰ45   3，587   3，＄22   3，696   4，620   4，856   4，946   

就労継続支援B型   28，340   28，503   2凱186   29．426   30．446   40，613   41，988   42．442   

新体系小計   307，795   309，833   309，315   311，315   319．597   357，430   364．895   368，938   

旧身体障害者更生施設支援く入所）   3，443   3，421   3，408   3，421   3，440   2．984   2，971   2，967   

旧身体障害者更生施設支援（適所）   372   373   370   376   371   339   322   342   

旧身体障害者療護施設支援（入所）   24，131   24，125   24，048   24．034   24，032   21，758   21，742   21，642   

旧身休障害者療護施設支援（適所）   906   897   905   896   909   845   8（；3   874   

旧身体障害者授産施設支援（入所）   7，626   7，612   7，481   7，4（柑   7，458   6，651   6，61旦 6，553   】  

旧身体障害者痩産施設支援く適所）   6，974   6，842   6．832   6，855   5，979   5，975   5，917   

旧知的障害者更生施設支援（入所）   81．517   81，328   81，085   81，070   80，753   74，801   74，346   74，249   

旧知的障害者更生施設支援（適所）   20，586   20，3了8   20，213   20，106   20，245   17，559   17，442   17，466   

旧知的障害者授産施設支援（入所）   10．197   10，174   10，170   10，139   10，118   9，247   9，245   9，235   

旧知的障害者授産施設支援（適所）   51．928   51，836   51，517   51，337   51，210   46．992   46．796   47，109   

旧知的障害者通勤寮支援   2，460   2，465   2，461   2，446   2，482   2，380   2，304   2，314   

旧体系小計   210，143   209，583   208，500   208，125   207，873   189，535   188，619   188，668   

新・旧休系合計   517，938   519，416   517，815   519，440   527．470   546，965   553，514   557，606   

※各都道府県国民健康保険団休連合会データ全国集計より   



0利用者数（平成19年11月～平成20年6月）の状況  

（注）19年11月の利用者数を指数100としている。  

※各都道府県国民健康保険団体連合会データ全国集計より  5   



サービス種類別の総費用額（平成20年6月分）  

（手円）  

0  2．000．000  4，000，000  軋000，000  乳000，000  10．000，000  12，000，000  14，000．000  16，000，000  18．000，000  

居宅介護  

重度訪問介護  

行動援護  

重度障害者等包括支援  

療養介護  

生活介護  

児童デイサービス  

短期入所  

共同生活介護  

施設入所支援  

共同生活援助  

自立訓練（機能訓練）  

自立訓練（生活訓練）  

宿泊型自立訓練  

就労移行支援  

就労移行支援（養成施設）  

就労継続支援A型  

就労継続支援B型  

l日身体障害者更生施設支援（入所）  

旧身休障害者更生施設支援（適所）  

旧身体障害者療護施設支援（入所）  

旧身体障害者療護施設支援（適所）  

旧身体障害者授産施設支捷（入所）  

旧身体障害者授産施設支援（適所）  

旧知的障害者更生施設支援（入所）  

旧知的障害者更生施設支援（適所）  

旧知的障害者授産施設支援（入所）  

旧知的障害者授産施設支援（適所）  

旧知的障害者通勤寮支援  
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サ岬ビス種類別の利用者数（平成20年6月分）  

（人）   

細000  3叩00  40，000  50，000  60．000  70・000  80・000  90・000   100・000  10．000  

居宅介護  

重度訪問介護  

行動援護  

重度障害者等包括支援  

療養介護  

生活介護  

児童デイサービス  

短期入所  

共同生活介護  

施設入所支援  

共同生活援助  

自立訓練（機能訓練）  

自立訓練（生活訓練）  

宿泊型自立訓練  

就労移行支援  

就労移行支援（養成施設）  

就労継続支援A型  

就労継続支援B型  

旧身体障害者更生施設支援（入所）  

旧身休障害者更生施設支揺（適所）  

旧身体障害者療護施設支援（入所）  

旧身体障害者療護施設支援（適所）  

旧身体障害者授産施設支援（入所）  

旧身体障害者捜産施設支援（適所）  

旧知的障害者更生施設支援（入所）  

旧知的障害者更生施設支援く適所）  

旧知的障害者授産施設支援（入所）  

旧知的障害者授産施設支援（適所）  

旧知的障害者通勤寮支援  

7  



サービス種類別の1人当たり総車用額（平成20年6月分）  

（円）  

0  50，000   100．000   150，000  200，000  250，000  300，000  350，000  400，000  

居宅介護  

重度訪問介護  

行動援護  

重度障害者等包括支援  

療養介護  

生活介護  

児童デイサービス  

短期入所  

共同生活介護  

施設入所支援  

共同生活援助  

自立訓練（機能訓練）  

自立訓練（生活訓練）  

宿泊型自立訓練  

就労移行支援  

就労移行支援（養成施設）  

就労継続支援A型  

就労継続支援B型  

旧身体障害者更生施設支援（入所）  

旧身体障害者更生施設支援（適所）  

旧身体障害者療護施設支援（入所）  

旧身体障害者療護施設支援（適所）  

旧身体障害者授産施設支援く入所）  

旧身体障害者授産施設支援（通所）  

旧知的障害者更生施設支援（入所）  

旧知的障害者更生施設支援（適所）  

旧知的障害者授産施設支援（入所）  

旧知的障害者授産施設支援（適所）  

旧知的障害者通勤寮支援  
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新体系への移行のための支援（基金事業〉  

①障害者自立支援基盤整備事業  

1 事業の目的  

既存施設等が新体系に移行する場合等に必要となる、施設の改修等の経費に対し助成を行うことにより、新体系にお   

けるサ所ビスの基盤整備を図ることを目的とする。  

2 事業の内容   

（1） 実施主体 都道府県   

（2） 事業の内容  

事業の具体例としては、以下のとおりである。なお、既存の補助制度で対象としている事業については対象外  

とする。  

E 改 修】   
① 小規模作業所を新体系の設備基準に適合させるための改修工事   

② ケアホーム等を雫施するアパート等のバリアフリー化等に必要な改修工事（注）   

③ 居宅介護事業及び相談支援事業を行うために必要な既存建物の改修工事   

④ その他基盤整備対策に資する改修工事  

（注）平成20年度からは原則として社会福祉施設等施設整備費補助金及び障害者就労訓練設備等補助金の補助対象に変更。  

E 増 築】   
① 生産事業等のための作業スペースの設置  

（診 新体系事業を行うにあたって必要となる厨房等の拡張工事   

② その他基盤整備対策に資する増築工事  
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（3） 補助単価1施設あたり20，000千円以内  

（ただし、【改修」の②は、2，000千円以内、改修の③は5，000千円以内）  

3 補助割合 定額（10／10）  

4 実施年度18年度～20年度  
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②移行等支援事業  

1 事業の目的   

新たなサービスへ移行できていない小規模作業所、デイサービス事業、精神障害者地域生活支援センタ抽、その他旧   

体系サービス事業者（以下、「小規模作業所等」という。）が、個別給付や地域活動支援センタ間など新たなサ爛ビス   

へ円滑に移行できるようにするための事業を実施する。  

2 事業の内容   

（1） 実施主体  都道府県（社会福祉法人等への委託可）   

（2） 内容  

① 移行推進コンサルタント派遣事業  

小規模作業所等にコンサルタントを派遣し、移行のための体制づくり、事業内容の充実等、新体系に円滑に  
移行できるよう支援する。  

② 移行推進研修会開催事業  

複数の小規模作業所等の経営者等に対して、経理事務（財務、会計の処理等）、法人格の取得のための支援  
などを図るための研修会を継続的に実施する。  

（3） 補助単価  1都道府県あたり16，000千円  

3 補助割合  定額（10／10）  

4 実施年度  18年度～20年度  

5 その他   

新たなサービスへの移行計画を作成した小規模作業所等を優先して実施すること。   

また、地域活動支援センタ鵬についても、より安定した事業運営が図られるよう、積極的に個別給付への移行を促進   

すること。  

11   



③小規模作業所移行促進事業  

1 事業の目的   

利用者数が少ないために新体系に移行することが困難な小規模作業所の新体系への移行を支援するため、複数の小規  

模作業所が統合するための環境整備を行うコーディネーターの派遣や円滑な統合に向けた会議開催経費等について助成   

する。  

2 事業の内容  
（1） 実施主体  都道府県（市町村及び社会福祉法人等に委託可）   
（2） 事業の内容  

① 複数の小規模作業所同士が続合するまでの間に必要となる小規模作業所間の調整・連携を図るための職員（非  

常勤職員）の雇上費の助成を行う。  

② 統合に向けて近隣の小規模作業所が一堂に会して、小規模作業所同士の情報交換、意見交嘩等を行い交流を深  

める会を設けるとともに、他の先進地を視察し、統合に向けたノウハウを得るために必要な経費等に対して助成  

を行う。  

（3） 補助単価1都道府県あたり  10，000千円以内   

3 補助割合  定額（10／10）  

4 実施年度   20年度  
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